別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 人権教育・啓発推進事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　人権施策推進課　人権啓発担当　電話番号：058-272-1111（内2443）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,080千円（前年度予算額：6,080千円）
	事業内容


	１　事業の内容


県内各市町村の人権施策の策定や人権教育・啓発の効果的な推進を図るため、市町村レベルで実施されるきめ細かな人権教育・啓発事業に対して補助し、様々な人権課題の解決を促進する。
【補助対象事業】　市町村が実施する人権教育・啓発事業
  　ア　地方公共団体の責務としての施策の策定に伴う調査・周知
  　イ　人材養成講座、指導者研修会  　   ウ　イベント・フェスティバル 
　　エ　講演会・シンポジウム・学習会     オ　啓発資料、学習資料の作成・配布
　  カ　地域住民の参加・交流を促進する事業 キ  集会所、公民館等で実施する学級等    ク  隣保館事業　　　　　　　　　　    ケ　その他特認事業
【補助率】対象経費の１／２以内　  １市町村につき１０万円以上５０万円以下
	２　所要経費


①施策の策定のための調査・周知事業　2，500千円  （500千円×5市町村[H23予定]）
②イベント・フェスティバルの開催　　　　85千円 　(85千円×1市町村[H22実績]）
③講演会、シンポジウムの開催　　　　　　850千円 　（85千円×10市町村[H22実績]）
④啓発資料の作成  　　　　　　　　　　　900千円   （100千円×9市町村[H22実績]）
⑤地域住民参加交流事業　　　　　　　　　216千円 　（108千円×２市町村[H22実績]）
⑥各種学級等　　　　　　　　　　　　　　255千円 　（85千円×３市町村[H22実績]）
⑦隣保館事業　　　　　　　　　　　　　　 96千円 　（96千円×１市町村[H22実績]）
⑧その他知事が必要と認めるもの       1,178千円  (98.2千円×12市町村［H22実績］)
　①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＝６，０８０千円    
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　・人権教育、啓発に総合的に取り組む
	２　これまでの取組状況


市町への補助実績
	年   度
	17
	18
	19
	20
	21
	22（予定）

	Ａ 補助市町数
	18
	18
	20
	19
	18
	21

	Ｂ 市町村数
	42
	42
	42
	42
	42
	42

	　 Ａ／Ｂ
	42.9
	42.9
	47.6
	45.2
	42.9
	50.0


人権施策策定状況

	年　度
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22(予定)
	23(目標)

	策定累計
	1
	2
	3
	8
	12
	14
	19
	25
	30

	市町村数
	80
	47
	42
	42
	42
	42
	42
	42
	42

	策定率
	1.3
	4.3
	9.5
	19.0
	28.6
	33.3
	45.2
	59.5
	71.4

	３　これまでの取組に対する評価


当該補助制度により、市町村の実施する人権教育・啓発事業の促進と充実が図られ、きめ細かな教育・啓発事業が実施されることで、県民の人権意識の向上が図られてきた。

また、当該補助制度の効果により、今年度、人権に関する施策の策定も全市町村の半数を超え、今後更に市町村レベルの教育・啓発活動が活発となることが予想されることから、当該補助金の重要度は高くなると考えられる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）

	

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,080
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,080

	要求額
	6,080
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,080

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


